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長浜市の介護サービスの現状について 

１．要介護認定者の現状 

（１）認定率 

ア 認定率（左図）は県平均を 1.6 ポイント上回っているが、（性別・年齢構成）調整後（右図）は

県平均を 0.1 ポイント上回っている。性別や年齢構成の条件を統一して比較した場合、本市は平均

並みの要介護認定率となっている。高齢化が先行しているという要素により要介護認定率が高い

傾向と分析している。 

 
※見える化システム。 ※認定率：要支援・要介護認定者数／第 1 号被保険者数。 

 

イ 令和３年度（右図）は、軽度の認定率は全国・県平均より低く、重度の認定率は全国並みだが、県平

均より少し高い。また、３年前（左図）と比較して、重度・軽度ともに認定率が上昇している。 

 

 全国 滋賀県 長浜市 米原市 

Ｒ1 Ｒ3 Ｒ1 Ｒ3 Ｒ1 Ｒ3 Ｒ1 Ｒ3 

調整済み軽度認定率(％) 12.1 12.4 11.7 12.1 11.6 11.9 11.0 11.2 

調整済み重度認定率(％) 6.3 6.5 6.1 6.3 6.3 6.5 6.7 6.8 

※見える化システム。 ※軽度（要支援 1～要介護 2）、重度（要介護 3～要介護 5）。 
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（２）認定者数（実績・推計）        単位：人 
 

要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

軽度 

合計 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 

重度 

合計 
総合計 

平成 29 年度 515 908 1,100 1,273 3,796  1,004 760 578 2,342 6,138 

平成 30 年度 503 904 1,157 1,248 3,812  985 812 577 2,374 6,186 

令和元年度 568 1,041 1,214 1,302 4,125 975 763 585 2,323 6,448 

令和 2 年度 580 1,003 1,242 1,317 4,142 1,006 788 588 2,382 6,524 

令和 3 年度 665 966 1,312 1,272 4,215 1,003 791 590 2,384 6,599 

 令和 4 年度 714 1029 1,300 1,302 4,345 952 787 587 2,326 6,671 

令和 5 年度 691 1,001 1,348 1,352 4,392 1,052 807 644 2,503 6,895 

※介護保険事業状況報告 9 月分。令和 5 年度は第 8 期ゴールドプランながはま 21 推計値 

 

（３）新規認定者の年齢階級別分布及び新規申請平均年齢     単位：％ 

 65-69 歳 70-74 歳 75-79 歳 80-84 歳 85-89 歳 90 歳以上 新規平均年齢 

全国 6.3 12.2 19.5 26.3 23.4 12.4 81.4 歳 

滋賀県 6.2 11.7 19.4 25.7 23.7 13.4 81.6 歳 

長浜市 5.7 10.0 20.2 24.8 25.4 13.8 81.9 歳 

米原市 4.9 9.5 15.9 28.5 22.8 18.5 82.7 歳 

  ※見える化システム（令和 2 年度）。 

 

（４）認知症高齢者自立度の分布 

認知症高齢者自立度が「自立」と判定されている人の割合が、全国と比較して本市は 6.7 ポイント少な

くなっている一方、「Ⅱ、Ⅲ」と判定されている人は 8.2 ポイント高くなっている。      単位：％ 

 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 

全国 17.4 20.9 11.7 22.5 17.4 3.5 6.0 0.5 

滋賀県 15.3 20.2 14.5 23.7 17.1 3.5 5.4 0.2 

長浜市 10.7 20.7 12.4 26.8 19.6 4.5 5.2 0.1 

米原市 10.7 15.4 16.4 30.1 16.7 5.3 5.1 0.3 

  ※見える化システム（令和 3 年 10 月）。 

 

【参考】認知症高齢者の日常生活自立度判定基準 

ランク 判 定 基 準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭
内及び社会的にほぼ自立している。 

— 

Ⅱ 
日常生活に支障を来すような症状・行動や意
志疎通の困難さが多少見られても、誰かが注
意していれば自立できる。 

— 

 
Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。 

たびたび道に迷う、買物や事務、金銭管理等そ
れまでできていたことにミスが目立つ等。 

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 服薬管理ができない。電話の対応や訪問者と
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の応対等一人で留守番ができない等。 

Ⅲ 
日常生活に支障を来すような症状・行動や意
志疎通の困難さが時々見られ、介護を必要と
する。 

着替え、食事、排便、排尿が上手にできない。
時間がかかる。やたら物を口に入れる。物を拾
い集める。徘徊、失禁、大声・奇声をあげる。
火の不始末。不潔行為。性的異常行為等。 

 
Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

 
Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

Ⅳ 
日常生活に支障を来すような症状・行動や意
志疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を
必要とする。 

 

Ｍ 
著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身
体疾患が見られ、専門医療を必要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状
やそれに起因する問題行動が継続する等。 

 

２．介護サービス提供施設の状況 

（１）認定者一人あたりの定員 

 ア 施設等の定員数 

  有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等については、バリアフリーや一定の設備面積を備

え、安否確認・生活相談サービスが提供される住宅として、民間のニーズに対応して増加しており、高

齢者の住まい選択の拡大に寄与している。 

   Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ2 Ｒ3 R4 見込 

特別養護老人ホーム(密着型含む) 738 758 766 766 774 774 

介護老人保健施設 288 288 288 288 288 288 

認知症対応型共同生活介護 144 153 153 180 180 180 

ケアハウス 30 30 30 30 30 30 

有料老人ホーム 0 25 25 25 25 57 

サービス付き高齢者向け住宅 61 82 82 82 111 111 

合  計 1,261 1,336 1,344 1,371 1,408 1,440 

 

イ 特別養護老人ホーム待機者数 

  待機者数は令和 4 年度で令和 3 年度と比較して 111 人減少し、在宅介護の比率は 50%となっている。

ただし、この県調査では、待機者には施設が把握できない死亡者が含まれている。令和 5 年度以降の

調査体制を見直し、待機者名簿と市保有の介護台帳と突合し、より実態のあった数値となる見込み。 

 H30 R 元 R2 R3 R4 

要 介 護 １ 16 14 - 5 8 

要 介 護 ２ 57 47 - 22 15 

要 介 護 ３ 215 201 - 278 232 

要 介 護 ４ 165 154 - 217 180 

要 介 護 ５ 123 117 - 120 96 

合  計 576 533 - 642 531 

※待機者＝滋賀県調。老人福祉施設入所者状況調査（Ｒ2 は調査なし）。 
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ウ 特別養護老人ホーム入所状況 

  申込者の要介護度、入所判定基準等により待機期間に差はあるが令和 3 年度には 1 年間に 252 人が

入所している状況。 

 H29 H30 Ｒ元 Ｒ2 R３ 

１年間の入所者数 290 269 223 224 252 

※入所者＝長浜市調。給付実績集計。 

 

エ 要支援・要介護者一人あたりの施設サービス定員 

 施設サービスの定員は、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）で全国・県平均を上回る整備と

なっている。介護老人保健施設は県平均並みだが全国に比べると少ない。 

  
※見える化システム。 

 

オ 要支援・要介護者一人あたりの居住系サービス定員 

居住系サービスの定員は、認知症対応型共同生活介護は全国・県平均程度だが、特定施設入居者生

活介護の整備計画はない。 

  

※見える化システム。 

 

カ 要支援・要介護者一人あたりの通所系サービス定員 

 通所系サービスの定員は、通所介護を中心に平均以上を整備済である。 
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※見える化システム。 

 

（２）第１号被保険者一人あたりの給付月額 

第１号被保険者一人あたりの給付月額では、（性別・年齢構成）調整前（左図）の施設・居住系サー

ビス及び在宅サービスは全国・県平均を上回っているが、調整後（R2）（右図）では施設・居住系サー

ビスが全国平均を下回っている。 

 

令和 2 年度 
全国 滋賀県 長浜市 米原市 

調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 調整前 調整後 

在宅サービス給付月

額(千円) 
11,712 10.786 12,498 11,865 14,033 12.270 16,737 14.461 

施設及び居住系サービ

ス給付月額(千円) 
10,633 9,955 9,302 8,938 11,104 9,626 11,509 9,827 

※見える化システム。 ※調整後のデータが R2 までの公表のため調整前も R2 を使用。 

 

（３）第１号被保険者一人あたりの保険料額 

第１号被保険者一人あたりの保険給付月額は全国平均を上回っており、このため保険料月額も平均

を上回っている。また、保険料額は、必要保険料額を確保できている。 
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※見える化システム。 

 

（４）圏域ごとの利用状況 

  西浅井圏域は全体的に利用日数等が少ない状況だが、それ以外の圏域は、平均値を上回っているサー

ビスもあり、圏域の特色として訪問系、通所系サービスを選択されている状況。 

日常生活圏域 

認定者 1 人あたり 

年間利用日数 

受給者 1 人あたり 

年間利用日数 

認定者サービス利用率 

（重複あり） 

訪問系 通所系 訪問系 通所系 訪問系 通所系 計画 

長浜市平均値 40 49 114 102 35% 48% 63% 

南長浜圏域 50 48 125 99 40% 49% 63% 

神照郷里圏域 45 48 116 101 39% 48% 64% 

浅井圏域 32 54 115 110 28% 49% 63% 

びわ圏域 36 48 111 101 33% 47% 63% 

虎姫圏域 38 48 106 106 36% 45% 58% 

湖北圏域 34 54 106 109 32% 49% 60% 

高月圏域 38 50 116 102 33% 49% 65% 

木之本圏域 35 47 109 95 32% 50% 66% 

余呉圏域 26 55 93 105 28% 52% 64% 

西浅井圏域 24 42 93 96 26% 43% 52% 

※サービス提供月：令和 3 年 3 月から令和 4 年 2 月分（令和 3 年度分）。網掛けは市平均以上の利用。 

※訪問系：訪問介護、(予防)訪問入浴介護、(予防)訪問看護、(予防)訪問リハビリテーション、総合事業訪問型サービス。 

※通所系：(密着)通所介護、(予防)通所リハビリテーション、(予防)認知症対応型通所介護、総合事業通所型サービス。 

※計画：居宅サービス計画、介護予防サービス計画、総合事業介護予防ケアマネジメント。 

 

（５）特別地域加算対象地域の状況 

次の地域では、地域内に事業所を設置する評価制度（特別地域加算）があるものの、新規の事業所参

入は進んでいない状況で、対象地域外からのサービス提供が中心となっており、平均以下の利用日数・
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利用率となっている。このことを踏まえて、第８期計画から、対象地域外からも利用者を支える仕組み

として、訪問等介護サービス確保対策交付金（費用額の 5％相当）を事業所に交付する制度を創設して

いる。 

日常生活圏域 

認定者 1 人あたり 

年間利用日数 

受給者 1 人あたり 

年間利用日数 

認定者サービス利用率 

（重複あり） 

訪問系 通所系 訪問系 通所系 訪問系 通所系 計画 

長浜市平均値 40 49 114 102 35% 48% 63% 

特別地域加算対象地域

R4 
27 45 94 98 29% 46% 58% 

特別地域加算対象地域

R3 

28 43 94 100 30% 43% 56% 

  

（６）地域密着型サービスの利用状況（令和 4 年 11 月末）  

サービス区分 事業所数 定員 空き人数 待機人数 

認知症対応型通所介護（認知デイ） 12 93 人 40 人 0 人 

地域密着型通所介護・療養通所介護(定員 18 人以下の小規模デイ） 18 254 人 22 人 1 人 

（看護）小規模多機能型居宅介護 7 184 人 45 人 2 人 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 16 180 人 8 人 12 人 

地域密着型介護老人福祉施設(定員 29 人以下の特養) 2 58 人 0 人 22 人 

※長浜市調。午前・午後・曜日ごとに状況が異なる場合は平均値。空き人数は受入れ可能人数。 

 

３．第８期介護保険事業計画におけるサービス整備計画の進捗等 

（１）地域密着型サービスの整備 

  ・令和３年度当初より随時募集を実施。（公募しても事業者が参入しない状況を踏まえ、いつでも事

業参入できる環境とするため、随時募集という形態を採用している。） 

・令和４年８月に看護小規模多機能型居宅介護１事業所を指定。（R3 事業者選定・R4 事業者指定） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護は、応募がない状況のため介護事業所 

実態調査等を通じて、事業者の参入動向を把握します。 

・（介護予防）認知症対応型通所介護（共用型）は、既存の認知症対応型共同生活介護事業所が運営 

するもので、応募はありませんでした。 

・地域密着型通所介護（共生型）は、既存の障害福祉サービス事業所が運営するもので、応募はあり

ませんでした。 

 サービス 計  画 R4.10 現在の整備状況 

1 定期巡回・随時対応型訪
問介護看護 

1 事業所程度整備（随時募集） 応募なし 

2 夜間対応型訪問介護 1 事業所程度整備（随時募集） 応募なし 

3 （介護予防）認知症対応
型通所介護 

共用型認知症対応型共同生活介護のみ
数事業所程度整備（随時募集） 

応募なし 

4 看護小規模多機能型居
宅介護 

1 事業所程度整備（随時募集） 1 事業所整備済（R4.8） 

5 地域密着型通所介護 共生型地域密着型通所介護、療養通所
介護のみ数事業所程度整備（随時募集） 

応募なし 

 小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地
域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護については、第８期中の整備計画はありません。 
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介護・福祉人材の確保・定着・育成 

１． 介護・福祉人材の状況 

〇介護人材受給推計（全国） 

 平成３０年５月に国が公表した介護人材受給推計によると、平成２８年に介護職 

員数は１９０万人でしたが、団塊の世代がすべて７５歳以上になる令和７年度には、

さらに５５万人必要になると推計されています。 

 
注釈：１ 需要見込み（約 216 万人・245 万人）については、市町村により第７期介護保険事業計画に位置付けられたサービ

ス見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を修正したもの。 

注釈：２ 平成28 年度の約190 万人は、「介護サービス施設・事業所調査」の介護職員数（回収率等による修正後）に、総合
事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員数（推計値：約6.6万人）を加えたも
の。 

出典：第７期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について（平成30年５月21日）   

 

〇介護人材受給推計（長浜市） 

 当市において、第８期ゴールドプラン策定時には、令和７年度に２，４１６人の

介護職員が必要となると推計されています。直近の状況については第９期ゴールド

プラン策定に向け、調査を実施予定です。 

 
注釈：介護職員数：介護保険施設・事業所に勤務する介護職員の数 

出典：介護人材需給推計ワークシート 

 

資 料 ② 
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２． 長浜市の介護・福祉人材確保に向けた支援 

■図表：長浜市の介護・福祉人材の確保・定着・育成に向けたイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）介護・福祉人材確保に向けた支援（すそ野を拡げる） 

①多様な人材の参入促進 

〇福祉の就職説明会 

湖北圏域の介護・福祉人材の確保のため、事業所が福祉の仕事、職場の魅力、

やりがい等を発信し、求職者が福祉の仕事、職場への理解を深める機会を設ける

ことにより、介護・福祉事業所と求職者のマッチングを支援しています。令和３

年度は新型コロナウイルスの影響もあり、来場者が少なかったため、令和４年度

で会場レイアウト変更や立ち寄りやすい会場への見直し等を行いました。 

実績 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

来場者数（人） ３７ １１ ４３ 

採用人数（人） １２ １ １０ 

参加法人数（法人） １５ １５ １６ 

 

  令和５年度より市内介護・福祉事業所の雇用促進を目的として、市外で開催さ

れる就職説明会等のイベントに出展する事業に要する費用（出展料、広告料）の

支援を予定しています。 

 

〇福祉・介護新規参入促進事業 

介護・福祉事業所に従事する介護人材の新規参入の促進を図るため、令和３年

度まで介護職員初任者研修の受講に要した費用の支援を実施していましたが、申

質を向上する 

定着促進を図る 

すそ野を拡げる 

◆質の高い人材の育成 

◆定着支援・離職防止・ 
業務の効率化 

 
◆将来の担い手育成～介護の理解、魅力発信～ 
◆多様な人材の参入促進 
 〈新規参入促進・潜在介護人材の再就職支援〉 
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請件数が少なく効果が見込めなかったため、令和４年度より介護・福祉以外の業

種から介護・福祉事業所への転職や高齢者の介護職への就職の支援に取り組んで

います。 

実績 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

福祉・介護新規参入促進事業助成金 １ ０ － 

介護職就職応援給付金 － － ４ 

高齢者介護職就職支援事業補助金 － － ２ 

  ※令和４年度は令和４年１２月末時点の申請者数 

 

  〇潜在介護人材再就職支援事業 

   介護・福祉人材の安定的な確保に向け、介護職員として一定の知識、経験を有

する人の再就職と定着の促進を支援しています。介護支援専門員の確保も必要で

あり、一定の申請数があり、効果が見込めることから令和４年度より支援対象に

介護支援専門員を追加しています。 

実績 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

潜在介護人材再就職支援事業補助金 ６ ７ － 

潜在介護専門人材再就職支援事業補助金 － － ２ 

   ※令和４年度は令和４年１２月末時点の申請者数 

 

②将来の担い手育成 ～介護職の理解・魅力発信～ 

〇中学校福祉・介護出前授業 

  中学生を対象に介護学習や体験を通じて、福祉の魅力を発信するために市内介

護サービス事業所と連携して、出前授業を実施しています。令和４年度において

は中止となった中学校へ介護の仕事についての啓発パンフレットを配布しました。 

実績 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実施校数 ２ ０（２） １（１） 

※カッコ内は新型コロナウイルスの影響により、中止となった校数 

 

（２）介護・福祉人材定着に向けた支援（定着促進を図る） 

①定着支援・離職防止 

〇介護に関する入門的研修 

  介護の経験がない者や経験が浅い者等が介護に関する基本的な知識を身につけ、

介護業務に従事する際の不安を軽減することにより、介護分野への就労・定着の

促進を図るため、令和３年度より実施しています。また、受講しやすい環境の整

備として令和４年度より３時間コースを創設しました。 
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実績 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

修了者数（２１時間コース） － ５ １８ 

修了者数（３時間コース） － － １３ 

〇福祉職場のイメージ向上 

福祉職場のやりがい、魅力や介護現場の職場改善の取組等が人材確保に結び 

付くように介護・福祉事業所の情報発信促進を図るために、ＰＲ動画作成に要 

した費用の支援を令和４年度より実施しています。 

実績 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

介護・福祉事業所就職ＰＲ

動画作成支援事業補助金 
－ － ３ 

  ※令和４年度は令和４年１２月末時点の申請者数 

 

 ②事業所における処遇改善加算の取得状況 

区分 取得法人数 介護職員 1 人当たりの拡充額（月額） 

特定処遇改善加算Ⅰ 17 法人 月額 80,000 円相当 

特定処遇改善加算Ⅱ 19 法人 月額 72,000 円相当 

処遇改善加算Ⅰ 41 法人 月額 37,000 円相当 

処遇改善加算Ⅱ 5 法人 月額 27,000 円相当 

処遇改善加算Ⅲ 3 法人 月額 15,000 円相当 

ベースアップ加算 40 法人 月額 9,000 円相当 

 ※市所管サービス分（地域密着型サービス、総合事業）。県所管サービスは未把握 
 ※特定処遇改善加算、処遇改善加算、ベースアップ加算は重複取得が可能。 

 

（３）介護・福祉人材育成に向けた支援（質を向上する） 

①質の高い人材の育成 

〇介護・福祉人材定着推進事業 

湖北地域介護サービス事業者協議会、米原市と連携し研修会を開催すること 

により、事業者のよる人材育成を支援しています。 

実績 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

受講者数 ４８ ９４ １６７ 

  ※令和４年度は３回開催予定の内、２回目終了時点の人数 

 

【研修内容】 

令和２年度：厚生労働省推薦、文部科学省特別選定の映画「ケアニンシリーズ」 

      ３本をオンラインで上映。 

令和３年度：人材の育て方、組織で仕事をする技術等についての研修を経営者、 
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中堅・管理者、新任職員の各層向けにオンラインで実施。 

  令和４年度：アンガーマネジメント、カスタマーハラスメント、職場でのコミュ 

ニケーション・人間関係の作り方など、各職員層が抱える課題につ 

いての研修を各層向けにオンラインで実施。 

   

※研修開催方法は、感染症防止のため、令和２年度よりオンラインで開催。 

令和３年度、令和４年度はライブ配信およびアーカイブ配信。 
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医療と介護の連携強化、自立支援・重度化防止の取組の推進 
１．在宅医療・介護連携推進事業について 

～切れ目のない在宅医療・介護の実現に向けて～ 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自宅で最期を迎えたい!でも、できないな… 

 

 

 
 

資料③ 



14 

２．自立支援・重度化防止の取組 
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保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金 

 

①保険者機能強化推進交付金 

・平成 30 年度に創設された国の市町村に対する交付金。市町村の様々な取組の達成

状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、高齢者の自立支援、重度化防止等に関

する取組を推進する。 

 

②介護保険保険者努力支援交付金 

・令和２年度に創設された国の市町村に対する交付金。①について、介護予防・健康

づくり等に資する取組を重点的に評価する。 

 

【交付金の配分】 

・市町村ごとに、評価指標の達成状況に応じて交付される。 

 

【令和４年度の状況】（詳細は次ページのとおり） 

・Ⅱ（１）（２）、Ⅲ（１）（２）中心に、高い点数を得ており、①②合計 1,297 点

で、県内４番目。 

・一方で、Ⅰ（支援）、Ⅱ（７）が低い。 

Ⅰ･･･自立支援、重度化防止等に資する施策の見直し、改善等 

Ⅱ（７）･･･要介護認定者の平均要介護度の変化率が、全保険者の上位何割に 

属するのかの評価。 

→短期での指標向上が困難なものもあるが、その他の項目も含め、第９期計画

策定に向けて指標項目の取組を検討し、指標数値の向上を図る。 

 

【交付金の額と活用】 

・介護保険特別会計で実施する、地域支援事業、保健福祉事業等で活用するとされてお

り、本市では次の事業の介護保険料（第１号被保険者）負担分に充当している。 

年度 交付金の額 活用 

令和２年度 ①18,673,000 円 

②17,008,000 円 

合計 35,681,000 円 

・地域包括支援センター運営事業 

令和３年度 ①19,388,000 円 

②18,034,000 円 

合計 37,422,000 円 

・介護予防生活支援サービス事業 

・訪問等介護サービス確保対策交付金 

令和４年度 

（予算） 

①17,449,000 円 

②16,230,000 円 

合計 33,679,000 円 

・介護予防生活支援サービス事業 

・訪問等介護サービス確保対策交付金 

・在宅福祉衛生材料（紙おむつ）支給事業 

 

資料④ 
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令和５年度 新規事業 

 

 

１．高齢者補聴器購入費助成事業                 

 
 
１ 目的 

 聴力の低下により日常生活に支障がある高齢者に、 

補聴器の購入費用を助成することにより、高齢者の 

生活支援および社会参加の促進を図ります。 

 

 

２ 内容 

 補聴器の購入に要する費用の 2 分の１に相当する額（限度額４万円）を助成します。

助成は対象者１人につき１回限りであり、補聴器購入が片耳のみか両耳かは問わず１

回とします。 

 

 

３ 対象者 

市内に住所を有する方で、以下の条件にすべて当てはまる人が対象となります。 

・耳鼻咽喉科の医師による中等度（４０ｄB 以上７０ｄB 未満）の難聴があり、補聴器

の使用が有効であると診断された人 

・住民税非課税世帯または生活保護世帯に属する人 

・しょうがい者の補装具支給制度などの助成が受けられない人 

・補聴器技能者が在籍する販売店で補聴器を購入する人 

・交付決定時や申請後に日常生活等に関するアンケートに回答できる人 

 

 

４ 効果 

 補聴器利用により、コミュニケーションがとりやすくなることによって生活や社会

参加がしやすくなり、介護が必要となる状態になることを予防します。 

 

 

５ 計画上の位置づけ 

第６章 施策２ 社会参加の促進 

第８章 施策４ 健康づくり・介護予防と自立生活支援の推進 

 

 

 

 

 

資料⑤ 

令和５年度新規事業につきましては、市議会３月定例会の提案事項であることをふまえご審議ください。 
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２．福祉・介護人材確保対策事業                                   

 

１ 目的 

 福祉・介護人材の安定的な確保と定着に向け、介護・福祉事業者の雇用の促

進を図る新たな補助金を創設します。 

 

２ 内容 

長浜市介護・福祉事業者人材確保支援事業補助金 

   

市内介護・福祉事業所の雇用促進を目的として、市外で開催される就職説

明会等のイベントに出展するための経費を助成します。 

・対 象 経 費：出展料、広告料 

・補 助 率：２分の１（上限５万円） 

・補助事業所数：４事業所 

 

３ 予算額  ２，２００千円（既存の補助金を含む） 

 

４ 効果 

事業者の就職説明会等の人材確保に係るイベントへの出展にかかる経費を補

助することにより、積極的な人材確保活動を支援し、介護人材確保の促進が期

待できます。 

 

５ 計画上の位置づけ 

第９章 施策５ 介護福祉人材の確保・定着・育成 

１ 介護・福祉人材確保に向けた支援（すそ野を拡げる） 

（１）多様な人材の参入促進 
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資料⑥ 
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議
会
介
護
保
険
部
会
「
介
護
保
険
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
意
見
」
「
介
護
保
険
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
意
見
（
参
考
資
料
）
」
よ
り
抜
粋

⑦
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
体
制
整
備
等

・
家
族
介
護
者
支
援
に
お
い
て
は
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
み
な
ら
ず
、
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

な
ど
の
地
域
拠
点
が
行
う
伴
走
型
支
援
、
認
知
症
カ
フ
ェ
の
活
動
、
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
に
よ
る
仕
事
と
介
護

の
両
立
支
援
な
ど
の
取
組
と
の
連
携
を
図
る
こ
と
が
重
要

・
セ
ン
タ
ー
の
業
務
負
担
軽
減
の
た
め
、

-地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
一
定
の
関
与
を
担
保
し
た
上
で
、
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
に
介
護
予
防
支
援

の
指
定
対
象
を
拡
大
す
る
こ
と
が
適
当

-総
合
相
談
支
援
業
務
に
つ
い
て
、
セ
ン
タ
ー
の
専
門
性
を
活
か
し
た
効
果
的
な
実
施
等
の
観
点
か
ら
、
居

宅
介
護
支
援
事
業
所
な
ど
の
地
域
の
拠
点
の
ブ
ラ
ン
チ
や
サ
ブ
セ
ン
タ
ー
と
し
て
の
活
用
を
推
進
す
る
こ

と
が
適
当
。
総
合
相
談
支
援
業
務
は
セ
ン
タ
ー
が
行
う
根
幹
の
業
務
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
質
の
確
保

に
留
意
し
つ
つ
、
セ
ン
タ
ー
の
業
務
と
の
一
体
性
を
確
保
し
た
上
で
市
町
村
か
ら
の
部
分
委
託
等
を
可
能

と
す
る
こ
と
が
適
当

-セ
ン
タ
ー
の
業
務
に
関
し
、
標
準
化
、
重
点
化
及
び
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
を
含
め
、
業
務
の
質
を
確
保
し
な
が

ら
職
員
の
負
担
軽
減
に
資
す
る
よ
う
な
方
策
を
検
討
す
る
こ
と
が
適
当

・
セ
ン
タ
ー
の
職
員
配
置
に
つ
い
て
は
、
人
材
確
保
が
困
難
と
な
っ
て
い
る
現
状
を
踏
ま
え
、
3職
種
保
健
師

そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
者
、
社
会
福
祉
士
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
者
及
び
主
任
介
護
支
援
専
門
員
そ
の
他
こ

れ
に
準
ず
る
者
の
配
置
は
原
則
と
し
つ
つ
、
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
支
援
の
質
が
担
保
さ
れ
る
よ
う
留
意
し
た
上

で
、
複
数
拠
点
で
合
算
し
て
３
職
種
を
配
置
す
る
こ
と
や
、
「
主
任
介
護
支
援
専
門
員
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず

る
者
」
の
「
準
ず
る
者
」
の
範
囲
の
適
切
な
設
定
な
ど
、
柔
軟
な
職
員
配
置
を
進
め
る
こ
と
が
適
当
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【
提
案
内
容
●
】
テ
ー
マ
内
容
:
メ
イ
リ
オ
11
pt

２
．
主
要
事
項
に
係
る
詳
細

第
9期
介
護
保
険
事
業
計
画
等
策
定
に
係
る
国
の
動
向

（
資
料
）
社
会
保
障
審
議
会
介
護
保
険
部
会
「
介
護
保
険
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
意
見
」
「
介
護
保
険
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
意
見
（
参
考
資
料
）
」
よ
り
抜
粋

⑧
保
険
者
機
能
の
強
化
／
保
険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金
等

・
保
険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金
等
の
実
効
性
を
よ
り
高
め
て
い
く
た
め
、

●
保
険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
介
護
保
険
事
業
計
画
の
進
捗
管
理
や
介
護
給
付
費
の
適
正

化
に
関
す
る
取
組
な
ど
、
地
域
包
括
ケ
ア
の
構
築
に
向
け
た
基
盤
整
備
の
推
進
を
図
る
も
の

●
介
護
保
険
保
険
者
努
力
支
援
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
介
護
予
防
・
健
康
づ
く
り
等
の
地
域
包
括
ケ
ア
に
関

す
る
取
組
の
充
実
を
図
る
も
の

と
し
て
そ
れ
ぞ
れ
位
置
付
け
、
評
価
指
標
に
つ
い
て
も
、
こ
う
し
た
位
置
付
け
に
沿
っ
て
見
直
す
こ
と
が
適

当
。
そ
の
際
、
令
和
４
年
度
予
算
執
行
調
査
結
果
等
を
踏
ま
え
、
評
価
を
行
う
保
険
者
の
負
担
に
も
配
慮
し
、

評
価
指
標
に
つ
い
て
は
、
可
能
な
限
り
縮
減
す
る
こ
と
が
適
当

・
現
在
の
プ
ロ
セ
ス
等
に
関
す
る
評
価
指
標
に
つ
い
て
は
、
平
均
要
介
護
度
の
変
化
率
等
の
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

と
の
関
連
性
が
不
明
瞭
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
と
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標
と
の
関
連
性
を
よ
り
明
確
に
す
る

た
め
、
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
や
中
間
ア
ウ
ト
カ
ム
に
関
す
る
評
価
指
標
の
充
実
を
図
る
こ
と
が
重
要

⑧
保
険
者
機
能
の
強
化
／
給
付
適
正
化
・
地
域
差
分
析

・
給
付
適
正
化
の
取
組
を
推
進
す
る
観
点
か
ら
、
介
護
給
付
適
正
化
主
要
５
事
業
に
つ
い
て
、
保
険
者
の
事
務

負
担
の
軽
減
を
図
り
つ
つ
効
果
的
・
効
率
的
に
事
業
を
実
施
す
る
た
め
、
新
た
な
取
組
を
含
め
た
事
業
の
重

点
化
・
内
容
の
充
実
・
見
え
る
化
を
行
う
こ
と
が
重
要

・
前
回
の
調
整
交
付
金
の
見
直
し
の
際
に
導
入
さ
れ
た
、
保
険
者
に
一
定
の
取
組
を
求
め
る
措
置
に
つ
い
て
、

自
治
体
に
よ
っ
て
地
域
資
源
、
体
制
等
地
域
の
実
情
が
異
な
る
こ
と
や
本
来
の
調
整
交
付
金
の
調
整
機
能

に
留
意
し
つ
つ
、
引
き
続
き
一
定
の
取
組
を
求
め
る
こ
と
が
必
要
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【
提
案
内
容
●
】
テ
ー
マ
内
容
:
メ
イ
リ
オ
11
pt

２
．
主
要
事
項
に
係
る
詳
細

第
9期
介
護
保
険
事
業
計
画
等
策
定
に
係
る
国
の
動
向

（
資
料
）
社
会
保
障
審
議
会
介
護
保
険
部
会
「
介
護
保
険
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
意
見
」
「
介
護
保
険
制
度
の
見
直
し
に
関
す
る
意
見
（
参
考
資
料
）
」
よ
り
抜
粋

⑧
保
険
者
機
能
の
強
化
／
要
介
護
認
定

・
よ
り
多
く
の
保
険
者
が
審
査
の
簡
素
化
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
に
審
査
を

簡
素
化
し
て
い
る
か
の
事
例
を
収
集
・
周
知
す
る
こ
と
が
適
当
。
ま
た
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
や
Ａ
Ｉ
の
活
用
に
向
け

た
検
討
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
重
要

・
現
在
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
状
況
を
踏
ま
え
、
認
定
審
査
会
に
つ
い
て
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
て
実
施
で
き

る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
本
取
扱
い
に
つ
い
て
、
業
務
効
率
化
の
観
点
か
ら
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
感
染
状
況
を

問
わ
ず
、
継
続
す
る
こ
と
が
適
当
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■ 長浜市高齢者保健福祉審議会委員名簿（任期：令和7 年7 月31 日まで）＜敬称略＞ 
№ 種  別 所属団体等 氏  名 備 考 

１ 
学識経験者 

敦賀市立看護大学 畑 野  相 子 副会長 

２ 滋賀県立長浜北星高等学校 松 井  秀 徳  

３ 

保健医療 

関係者 

(社)湖北医師会 松 井  善 典 会長 密着委 支合委 

４ (社)湖北歯科医師会 川 﨑  傳 男  

５ (社)湖北薬剤師会 西 井  伸 善  

６ 長浜市健康推進員協議会 瀧 澤  順 子  

７ 

福祉関係者 

長浜市民生委員児童委員協議会 藤 森  忠 夫 密着委    支合委 

８ (公社)滋賀県社会福祉士会 中 村  真 理  

９ (福)長浜市社会福祉協議会 大 橋  知 子 密着委 

10 長浜市ボランティア連絡協議会 橋 本  洋 子 支合委 

11 
湖北地域介護サービス事業者協議会 

山 岡  健 一 密着委 

12 有 村  剛  

13 長浜市高齢者介護相談員 松 岡  時 代  

14 湖北認知症の人を支える家族の会いぶきの会 伊 吹  清 栄 密着委    支合委 

15 滋賀県介護・福祉人材センター ひこねセンター 中 村  勝 弘  

16 

被保険者 

代表 

長浜市老人ｸﾗﾌﾞ連合会（第１号被保険者） 𠮷村 三津子 密着委    支合委 

17 公募委員（第１号被保険者） 山 形  哲 夫  

18 公募委員（第１号被保険者） 茂見 ミチヨ 支合委 

19 公募委員（第１号被保険者） 三 宅  清 子  

20 公募委員（第２号被保険者） 北 川  奈 央 支合委 

21 行政関係者 滋賀県湖北健康福祉事務所 椙 山  隆 司 密着委 

22 その他市長が 

必要と認めた者 

長浜市連合自治会 川 瀬  良 次 支合委 

23 (公社)長浜市シルバー人材センター 藤田 美惠子 支合委 

 

１ 

専門委員 

大谷大学 山 下  憲 昭 支合委 

２ 西黒田きんたろうサポート会 藤 居  昇 支合委 

３ 余呉元気かい 三段﨑 靜子 支合委 

４ 浅井福祉の会 伊 藤  英 司 支合委 

５ 西浅井ふくしの会 安 原  秀 男 支合委長 

６ (福)長浜市社会福祉協議会 山 岡  伸 次 支合委 

７ 長浜市健康福祉部 宮 川  芳 一 密着委 

８ 長浜市健康福祉部長寿推進課 大 塚  宏 未 密着委 

※「密着委」…「長浜市地域密着型サービス運営委員会」 「支合委」…「長浜市支え合いの地域づくり推進委員会」 

※ 下線を引いた委員は、所属団体の委員改選に伴い、令和４年 12 月１日付で委嘱 

資 料 ⑦ 


